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平成 22 年３月期 第３四半期財務・業績の概況(非連結) 
平成 22 年 1月 29 日 

会 社 名 株式会社ゆうちょ銀行   

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.jp-bank.japanpost.jp/ 

代 表 者 取締役兼代表執行役社長 井澤 幸  

問合せ先責任者 常務執行役財務部長 山田 博 ＴＥＬ （03）3504－9636 

   特定取引勘定設置の有無  無 
 

（百万円未満切捨て） 
 
１．平成 22 年３月期第３四半期の業績（平成 21 年４月１日 ～ 平成 21 年 12 月 31 日） 
(1) 経営成績（累計）                            

 経 常 収 益 経 常 利 益 四 半 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 
 

22 年 3 月期第 3四半期 1,678,718 388,872 232,554 

 

 1 株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 1 株当たり
四半期純利益（注） 

 円   銭 円   銭 
22 年 3 月期第 3四半期 1,550  36                 －  － 

       
（注） 「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 
 
(2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１ 株 当 た り 
純 資 産 

  百万円  百万円 ％ 円   銭 
22 年 3 月期第 3四半期 195,749,889 8,766,711 4.4 58,444  74 

21 年 3 月期 196,480,796 8,179,574 4.1 54,530    49 

（参考）自己資本  22 年 3 月期第３四半期 8,766,711 百万円 21 年３月期 8,179,574 百万円 
（注）「自己資本比率」は、「期末純資産の部合計」を「期末資産の部合計」で除して算出しております。 
    
 
 
２．その他 
 (1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ： 有 
   (注)詳細は、2ページ【定性的情報・財務諸表等】3.その他をご覧ください。 
  
(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(四半期財務諸表作成のための基本 
  となる重要な事項等の変更に記載されるもの) 

①会計基準等の改正に伴う変更  ： 無 
②①以外の変更         ： 無 

 
 (3) 発行済株式数（普通株式） 
  期末発行済株式数 
   22 年３月期第３四半期 150,000,000 株  21 年３月期 150,000,000 株 
 
 (4) 特記事項 
   当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 19 年内閣府令 
  第 63 号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債並びに収益及び費用の分類は、｢銀行法施行規則｣ 
  （昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に準拠しております。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績に関する定性的情報 
当第３四半期累計期間の経常収益は、１兆 6,787 億円となりました。このうち、資金運用収益は、有価証

券利息配当金を中心に１兆 5,685 億円となりました。また、役務取引等収益は、830 億円となりました。 

一方、経常費用は、１兆 2,898 億円となりました。このうち、資金調達費用は、3,450 億円、営業経費は、

9,127 億円となりました。 

以上により、経常利益は 3,888 億円となり、四半期純利益は 2,325 億円となりました。 

 
２．財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ 7,309 億円減少し、195 兆 7,498 億円とな

りました。 

主要勘定につきましては、有価証券は前事業年度末に比べ６兆 3,198 億円増加し、179 兆 8,709 億円、貸出

金は前事業年度末に比べ 959 億円減少し３兆 9,356 億円となりました。また、その他資産のうち預託金は、

過去に財務省に預託したものが順次満期を迎えていることから、５兆 7,300 億円減少し、２兆 9,700 億円と

なりました。 

貯金残高は前事業年度末に比べ 4,890 億円減少し、176 兆 9,908 億円（未払利子を含む貯金残高は 177 兆

6,282 億円）となりました。このうち、特別貯金に計上している独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機

構からの預り金（旧日本郵政公社において平成 19 年９月末までに預入された定額貯金、定期貯金等の郵便貯

金）は 64兆 3,916 億円です。 

純資産は、株主資本が前事業年度末に比べ 1,752 億円増加、評価・換算差額等が前事業年度末に比べ 4,118

億円増加し、８兆 7,667 億円となりました。このうち、利益剰余金は、5,883 億円となりました。 

 

３．その他 
 (1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
   (簡便な会計処理) 
   ・減価償却費の算定方法 
     定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法に 
    より算定しております。 
 

   (四半期財務諸表の作成に特有の会計処理) 

    該当事項はありません。 

 

 (2) 四半期財務諸表に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

    該当事項はありません。 
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４．四半期財務諸表 

 (1) 四半期貸借対照表 

（単位：百万円） 

  当第 3四半期会計期間末 
（平成 21 年 12 月 31 日） 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

（平成 21 年３月 31 日） 

資産の部    

現金預け金  3,702,097 5,999,116 

コールローン  73,839 51,184 

債券貸借取引支払保証金  1,943,136 725,786 

買入金銭債権  118,493 66,409 

商品有価証券  62 159 

金銭の信託  969,559 1,224,742 

有価証券  179,870,947 173,551,137 

貸出金  3,935,622 4,031,587 

外国為替  5,616 9,872 

その他資産  4,950,555 10,480,635 

有形固定資産  148,133 170,392 

無形固定資産  33,409 29,586 

繰延税金資産   － 141,273 

貸倒引当金  △ 1,583 △ 1,087 

資産の部合計  195,749,889 196,480,796 

負債の部    

貯金  176,990,817 177,479,840 

債券貸借取引受入担保金  5,186,187 804,770 

借用金  2,970,000 8,700,000 

外国為替  73 102 

その他負債  1,560,309 1,182,240 

賞与引当金  1,703 6,542 

退職給付引当金  130,897 127,584 

役員退職慰労引当金  168 141 

繰延税金負債  143,020 － 

負債の部合計  186,983,177 188,301,222 

純資産の部    

資本金  3,500,000 3,500,000 

資本剰余金  4,296,285 4,296,285 

利益剰余金  588,394 413,140 

株主資本合計  8,384,680 8,209,426 

その他有価証券評価差額金  387,011 △ 16,877 

繰延ヘッジ損益  △ 4,980 △ 12,974 

評価・換算差額等合計  382,030 △ 29,851 

純資産の部合計  8,766,711 8,179,574 

負債及び純資産の部合計  195,749,889 196,480,796 
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 (2) 四半期損益計算書 

【第 3四半期累計期間】 

（単位：百万円） 

  
当第 3四半期累計期間 
（自 平成 21 年４月１日 
至 平成 21 年 12 月 31 日）

経常収益  1,678,718 

資金運用収益  1,568,538 

(うち貸出金利息)  35,970 

(うち有価証券利息配当金)  1,449,134 

役務取引等収益  83,057 

その他業務収益  12,996 

その他経常収益  14,126 

経常費用  1,289,846 

資金調達費用  345,037 

(うち貯金利息)  258,848 

役務取引等費用  17,229 

その他業務費用  993 

営業経費  912,709 

その他経常費用  13,877 

経常利益  388,872 

特別利益  17 

固定資産処分益  2 

償却債権取立益  15 

特別損失  302 

固定資産処分損  282 

減損損失  20 

税引前四半期純利益  388,587 

法人税、住民税及び事業税  154,303 

法人税等調整額  1,728 

法人税等合計  156,032 

四半期純利益  232,554 

 

 (3) 継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

 (4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

     該当事項はありません。 

 


